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合同会社の現状・課題

年度 受入人数 内　　　容 

平成25年度※ 651名 
教育旅行等：410名/体験手配：241名 
JENESYS2.0、台湾訪日教育旅行、教育旅行　etc 

平成26年度 2,206名 
教育旅行等：982名/宿泊手配：231名/体験手配：993名
JENESYS2.0、台湾訪日教育旅行、国内教育旅行　etc 

平成27年度 3,677名 
教育旅行等：1,378名/宿泊手配：277名/体験その他手配：2,022名
JENESYS2015、台湾訪日教育旅行、国内教育旅行 etc 

平成28年度 5,587名 
教育旅行等：1,625名/宿泊手配：1,413名/体験その他手配：2,549名
JENESYS2016、台湾訪日教育旅行、国内教育旅行 etc 

受入れ実績について

上記の合議制の観点や経営者の参画状況が関

係し、現状の合同会社は組織・事業の方向性に

ついて出資者（経営者）、職員間において共通認

識が持てていない状況である

それにより、立ち上げ当初の既存事業以外の新

規事業の企画創出や事業化が活発に行われて

いない。また、経営者の合意性の観点から、様々

な立場の方の利益を意識し、例えば収益性が高

い事業投資等の事業改善・選別ができにくい状況

である

民間組織として、将来的に行政の補助金からの

脱却を目指した場合、明確な組織・事業ビジョンを

共有、事業の実行力を高める組織体制へと変革

することが必要になる

合同会社では、組織運営・事業実施に係る意思

決定の場面において、出資者全員の合意が必要

になる

現状では、8団体が出資者となっており、各々所
属している企業・団体組織が存在している中で、

合同会社の経営や事業に関して人的・時間的な

関わりが制限されてしまう

それら出資者＝経営者の合同会社においては、

組織運営・事業実行課題の把握や迅速な対応・

意思決定に支障が出ており、経営・事業運営の

意思決定やそれに係る協議機会の活性化が必

要になる

合議制による意思決定スピードが遅く、協議の機会も停滞している 組織・事業の方向性が見えず、既存・新規事業が活性化していない



（既存）合同会社鴨川市
観光プラットフォーム

鴨川観光プラットフォーム
株式会社（仮）

実施事業
　①既存ＰＦ事業
　　　⇒カモ旅、広報等の機能強化

　②イベント等の実施・補助
　　　⇒市からの補助の一元化

　③駐車場等の運営・指定管理
　　　⇒自ら稼ぐ基盤の整備

　④海辺まちづくりへの関与
　　　⇒旅行プログラムの開発等

　⑤空き家等の仲介
　　　⇒ふるさと回帰支援センターの統合

　⑥団体運営支援
　　　⇒各団体の事務局機能を受託

○社長
　市長

○役員
　・外部人材
 （・各団体派遣）

○従業員
　・既存職員（３名）
　・新規採用
 （・各団体派遣）

○出資者
　・鴨川市（過半以上）

　・観光協会
　・商工会
　・鴨川温泉旅館組合
　・小湊旅館組合
　・ペンション組合
　・千枚田保存会
　・ガイド協会
　・体験交流協会

評議委員会（仮）

※合同会社全社員賛成のもと株式会社へ改組し、同会社が

　新規発行する株式を、市が全体の過半となるよう取得。

事務局：市役所
委員：・合同会社ＰＦ出資団体　　・無印良品
　　　　・小湊温泉組合　　　　　　　・千葉銀行
　　　　・城西国際大学　　　　　　　・農協
　　　　・漁協（鴨川・東安房）　　　　  ・ＪＣ　等
オブザーバー：「観光局」

現状のまま維持・強化

将来的にイベント等の実施も一元化
○ 上記のとおり、「評議委員会」への意見提出、　

「新会社」への出資により、意見反映機会を確保。

○  今後、各団体への経常補助も減額・廃止する方

向性を市から提示する。団体維持が困難等であれ
ば、「新会社」にて事務局機能を無償受託させる
（市は経常補助分を「新会社」に補助、「新会社」は
職員引受も視野）。

　　ただし、この場合、団体統合等への条件を適宜
提示する。

　　※各団体に残る機能
　　　　・各団体内における運営　　　　・団体固有の業務
　　　　・補助に依らないイベント等

将来的な指定管理先として検討
マルキ等の駐車場新設も検討

宅建取得者の雇用も視野
移住施策との一元化

海辺エリアマネジメントの支援

各団体を将来的な統合を促進

※「観光局」等は全て仮称

（既存）鴨川市観光プラッ
トフォーム推進協議会

収益事業の切り出し

市全体の観光施策との連絡調整

意見提出

鴨川市観光プラットフォーム機能強化の方向性について

各団体
出資

改革の目的
　自らが稼ぎながら、以下の事業が実施可能な
組織体系を構築・強化するため。
 ⅰ 観光施策の統一的な企画・広報
 ⅱ 新たに求められる「観光地域づくりの担い手」
 ⅲ 効果的かつ効率的なイベント展開
 ⅳ 移住施策との有機的な連携
 ⅴ 各団体の集約化



改革案における進め方等

■今後の進め方
　平成２９年度
　　新体制の組成

　　　現体制の組織変更等も含め、新体制での運用を開始可能
な状態に移行

　　　Ⅰ．現状・課題の整理
　　　　　６月～

　　　Ⅱ．新体制の整備に向けた検討・調整
　　　　　６月～

　　　Ⅲ．新体制の方向性の決定
　　　　　夏から秋頃

　　　Ⅳ．外部人材採用等、体制移行の準備
　　　　　方向性の決定次第早急に

　　　Ⅴ．新体制成立
　　　　　今年度中の早い時期

※ それぞれ、できるだけ速やかに実施できるよう努める

平成３０年度
　事業領域の拡大

　　  ①、②に加え、年度当初よりイベント等補助金一元化を開始

するとともに、空き家事業の運用を始めその他の機能を付加。

平成３１年度～
　自走組織として定着・成長

　事業領域の拡大に伴い、自ら稼ぐ力を発揮。稼いだ資金も活
用しながら、事業成長を目指す。

■その他の論点

　◎運営場所

　　現在、市役所本庁舎６階に合同会社ＰＦが立地。引き
続き、観光需要の高い市中心部に立地するのが「新会
社」の業務効率化につながるものと考えられることから、
旧法務局を予定。

　　

　　

　◎外部人材
　「新会社」においては、合同会社ＰＦより広範囲な業務を担うこととなり、
全体を統括的に管理できる人材が不可欠。本格的な運用を控え、適当
な人材の獲得を目指す。

　

　◎新組織名等
　「新会社」の名称は仮称であり、現在、登記申請中である。また、ロゴ
の作成等も検討。

⇒ ①、②の実施体制構築



資料 本日のアジェンダ・説明資料

 日時： 平成29年11月27日（月）
 場所： 鴨川市役所

 議題

No. 議題 内容 資料

1 設立目的・基本方針について

 鴨川市として目指す姿
 鴨川観光プラットフォーム株式会社の設立背景・目的
 合同会社から株式会社への組織変更の理由
 鴨川観光プラットフォーム株式会社の基本方針
 取扱範囲及び各団体の役割について

2 新組織の体制図について
 新組織の運営体制（組織図）
 役員体制について
 各ポジションの業務内容に対する必要スキル

3 外部人材の登用について
 外部人材の登用パターン
 外部人材の登用方針（案）

4 他都市事例紹介  ベンチマーク事例調査結果

5
ビジネスモデルの実現に向けたアイデア
の共有

 ビジネスモデル実現に向けた各種アイデアの共有

6 株式保有について  資本金・移行の方針

7 今後のスケジュールについて  今後のスケジュール

8
観光協会・商工会との連携に期待する
こと

 今後の連携に向けたディスカッション
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FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY



1 設立目的・基本方針について

2

FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY



観光振興は鴨川にとって最重要施策の一つであり、全体最適が実現できる統一的体
制構築が求められている

3

鴨川市として目指す姿

鴨川市の将来像と観光施策のあるべき姿

 鴨川市において観光は強みの一つであり、産業活性や移住促進に向
け欠かすことのできない重要施策である。

 ワンストップ窓口となり、多様なステークホルダーをつなげ、一体的な
ブランディング・施策推進を図る主体が求められる。

●設立目的、基本方針について

観光施策推進のポイント

 鴨川市の観光施策を推進するにあたっては、統一的、効果的、効率的
な施策推進ができる体制を構築することが求められている。

FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY

【鴨川市まち・ひと・しごと創生総合戦略】

 観光資源の集積を市の強みとして認識しており、この強みを生かして
「健やかさ」と「交流」にあふれる鴨川市を創造するための施策の重点
的な実施を図るものとしている。

 鴨川市への大きな人の流れを創るための施策として、地域と旅行者や
旅行会社などの市場をつなぎ、観光面におけるワンストップの総合窓
口としての機能を担う事業体の重要性について示されている。

 事業体に求められる機能として、様々な地域資源を組み合わせた観光
地の一体的なブランドづくり、ウェブ・Ｓ Ｎ Ｓ 等を活用した情報発信・プ

ロモーション、ビッグデータ等を活用した効果的なマーケティング、戦略
策定等により、地域ブランドの構築や新たな地域産品の創出が挙げら
れている。

【統一的な施策推進】
 鴨川市として、一体的なブランディングを図り、多様な観光
サービスを提供していくためにも、各組織・各エリアの個別
最適を目指す状態から、市全体を捉えた大きな視点から、
全体最適の視点で施策推進を図ることが求められる。

【効果的な施策推進】
 観光施策推進には、ブランディングやプロモーション、マー
ケティング等様々な専門知識が求められる。これらを効果
的に行うためには、市内外の民間事業者・専門家との連
携が求められる。

 連携にあたっては、鴨川市と連携事業者の双方にとって
価値のある関係性を築くことが重要である。

【効率的な施策推進】
 限られたリソース（人的・金銭的）を効率的に活用するため、
各団体の取り組みの重複を排するとともに、施策の選択と
集中が求められる。

 変化が激しく、厳しい市場環境に即座に対処していくため、
迅速な意思決定ができる仕組みが重要である。

【第2次鴨川市基本構想】

 全国レベルの集客力を持つ観光・
宿泊施設等の地域資源を最大限に
生かしていくことにより、「活力あふ
れる健やか交流のまち鴨川」を実
現することを謳っている。

 重点施策として、観光プラットフォー
ムの強化を掲げている



既存団体の機能を整理し、自走しながら統一的な事業遂行ができる体制の構築を目
指し、鴨川観光プラットフォーム株式会社を組成する

4

鴨川観光プラットフォーム株式会社の設立背景・目的

FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY

【背景】
統一手的な方針が求め
られる状態

【これまでの取り組み】
プラットフォーム構築によ
る方針の模索

【今回の取り組み】
鴨川観光プラットフォー
ム株式会社の設立によ
る機能強化

 合併により、統一的な方針策定や各種団体取組みの重複解消が求められる状態が生じる。

 「海離れ」や「外国人旅行客の増加」等、観光を取り巻く環境が大きく変化。

 環境変化を捉え、統一的に適切な施策遂行ができる体制を整えるため、合同会社ＰＦおよびPF協議
会を設立。

 団体の枠を超え、鴨川市に最適な事業を遂行するための機能や自走のためのビジネスモデルが不
十分な状態。

 団体間の重複等を超え、鴨川市全体の視点から統一的に施策遂行ができる仕組みを構築するため、
既存団体の機能を整理する。

 プラットフォームの自走を目指し、ビジネスモデルを強化する。

 行政、鴨川観光プラットフォーム株式会社、関連団体の役割と責任を明確化し、それぞれの強みを
生かした連携ができる体制を構築する。

【本事業のゴール】
自走しながら統一的
な事業遂行ができる
体制の構築

 統一的な事業遂行ができている状態
観光にかかわる施策が統一的に実施され、鴨川の観光振興につながっている

 効果的な事業遂行ができている状態
マーケティング等の知見を踏まえ、選択と集中よる事業遂行をすることで、効果が高まっている

 効率的な事業遂行ができている状態
団体間の重複や等を廃し、迅速に事業を遂行することができている

 これまでの背景や取組状況を踏まえ、統一的、効果的、効率的な事業遂行ができる体制構築に取り組む。

●設立目的、基本方針について



株式会社化により組織・事業活動の推進役を明確にし、既存・新規事業の実行力の
向上と協議機会の充実を図る

5

合同会社から株式会社への組織変更の理由

合同会社の現状・課題

●設立目的、基本方針について

株式会社化による対応・メリット

FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY

【出資と経営の分離による実行力が高い事業推進】
 株主総会や取締役会といった組織機関の役割が明確
になる（株主総会：組織の基本方針の決定等、取締役
会：業務執行に関する意思決定等）

 それにより、事業実行に係る意思決定過程に高い透明
性と迅速性が確保できる

【組織・事業に係る意見交換・協議機会が活性化】
 業務執行に関わるメンバーによる取締役会において、
定期的な事業展開の方向性の共有、検討を行うことで
組織・事業課題の抽出、その対応方策の早期検討が可
能になる

 また、評議委員会の設置により、組織外の多様な団体
の意見を汲み取れる機会を創出し、事業検討に活かす
ことが可能である

【経営責任を担う業務執行機能が強化】
 業務執行に直接的に関与し、株式会社に専属する役員
編成を主とする

 それにより、経営責任を伴った業務執行力を高め、事
業の推進体制を強化する

 合同会社では、組織運営・事業実施に係る意思決定の場面におい
て、出資者全員の合意が必要になる

 現状では、8団体が出資者となっており、各々所属している企業・団
体組織が存在している中で、合同会社の経営や事業に関して人
的・時間的な関わりが制限されてしまう

 それら出資者＝経営者の合同会社においては、組織運営・事業実
行課題の把握や迅速な対応・意思決定に支障が出ており、経営・事
業運営の意思決定やそれに係る協議機会の活性化が必要になる

合議制による意思決定スピードが遅く、協議の機会も停滞している

 上記の合議制の観点や経営者の参画状況が関係し、現状の合同
会社は組織・事業の方向性について出資者（経営者）、職員間にお
いて共通認識が持てていない状況である

 それにより、立ち上げ当初の既存事業以外の新規事業の企画創出
や事業化が活発に行われていない。また、経営者の合意性の観点
から、様々な立場の方の利益を意識し、例えば収益性が高い事業
投資等の事業改善・選別ができにくい状況である

 民間組織として、将来的に行政の補助金からの脱却を目指した場
合、明確な組織・事業ビジョンを共有、事業の実行力を高める組織
体制へと変革することが必要になる

組織・事業の方向性が見えず、既存・新規事業が活性化していない

 現状の合同会社においては、合議制により意思決定スピードが遅く、意思決定に係る議題・課題について把握できていない状況である。
 今後、組織・事業活動の活性化に向けては、株式会社化による業務執行機能（取締役会の設置等）の強化や迅速かつ効率的な組織・事
業運営につなげていくことが必要である。



新組織は、統一的、効果的、効率的な施策推進により、鴨川の発展に向けた水先案
内人としての役割を担い、『心と身体が満たされる癒しのリゾート鴨川』を実現する

6

鴨川観光プラットフォーム株式会社の基本方針

LOREM IPSUM 
This is dummy 

text it is not here 
to be read . This 
is dummy text .

【経営理念】

『心と身体が満たされる癒しのリゾート
鴨川』を実現し、『良質な日常』を提供
します。

【ビジョン】

統一的、効果的、効率的な施策推進
により、鴨川の発展に向けた、未来の
水先案内人としての役割を担っていき
ます。

【価値観・行動指針】

常に時代の流れを読み、鴨川にとって
最適な取り組みを進めていくため、以
下の価値観を重視します。

「スピード」、「挑戦」、「全体最適（*1）」、
「自立」

*1：全体最適とは平等主義とは異なる。観光施策による成果を最大化するため、鴨川の構造全体を俯瞰し、投資が必要な部分を特定し、集中的な対応に取り組む。

FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY●設立目的、基本方針について



鴨川観光プラットフォーム株式会社の範囲・役割整理については以下の方針で整理
する

7

取扱範囲及び各団体の役割について

各団体の役割について

 鴨川観光プラットフォーム株式会社には観光協会、合同会社、
協議会の一部を統合する

 行政とは独立した組織とし、実働部隊は行政の支援に基づく
プロパー職員と各団体からの派遣によって捻出する。

FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY

鴨プラ（株）

プラットフォーム

合同会社

観光協会

プラットフォーム

協議会

行政 行政

観光協会

プラットフォーム

合同会社

プラットフォーム

協議会

評議委員会

統合

一部統合

行政への依存や関連団
体の”評論家化”を防ぐた
め、行政からの支援を資
金面および取締役の派遣
に限定する

業務領域の重なる観光協
会については支部も含め
鴨プラ（株）に統合する

合同会社の担っていた業
務は鴨プラ（株）に統合
事業は基本的には継続
実施するが、必要に応じ
て内容を見直す

協議会については、協
議・検討機能のみを評議
委員会に移行する

 まちづくりの観点を無くすと、商工会や青年会議所との連携
が限定的になることが懸念される。

 まちづくりの観点は残す一方、鴨川観光プラットフォーム株式
会社が取り組む事業は「純粋に住民のための事業」ではなく、
何かしらの形で観光客の取り込みを期待するものとする。

【鴨川観光プラットフォーム株式会社の取り扱う範囲】

純粋に観光
客を対象に
する領域

観光客
と住民
の双方
を対象
にする
領域

純粋に住民
を対象にす
る領域

鴨川観光プラットフォーム株式会社の取り扱う範囲

純粋に住民を対象にした事業については、観光客を取り込むという観点から
事業を見直していただく。観光客という要素を取り込むことが難しい場合、鴨
川観光プラットフォーム株式会社としての支援ではない形を検討する。

鴨川観光プラットフォーム株式会社の

取り扱う範囲について

●設立目的、基本方針について

中長期的に

統合を目指す



2 新組織の体制図について
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FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY



事業を統括する人材配置と企画立案と事業実行を専門とする部署を立ち上げ、新規
事業創出や事業拡充を効果的に行う

9

新組織の運営体制（組織図）

●新組織の体制図について FOR DISCUSSION PURPOSES ONLY

組織図

 組織機能を2分野（企画部門、事業実行部門）とし、社長補佐（事業推進ｱﾄ゙ﾊ゙ｲｻ゙ ）ーと事業推進統括として外部の専門人材を2名登用する。
 事業実行にあたっては、地域の様々な団体の中から人材を収集し、事業ごと（イベント事業等）でのプロジェクトチームの立ち上げ、実行
を行う。

部門ごとの役割

鴨川観光プラットフォーム株式会社

外部専門人材
（新規採用）

関係団体から選出

評議委員会

亀田郁夫

代表取締役社長

株主総会

取締役会

合同会社出資団体（8団体）、無印
良品、小湊温泉組合、千葉銀行、城
西国際大学、農協、漁協、鴨川市等
（事業推進アドバイザーが運営）

部門 役割

外部専門人材

事業推進統括

事業推進アドバイザー

事業実行部門

企画部門長
+

既存人材1名
※管理機能含む

企画部門

事業実行部門長
+

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾒﾝﾊﾞｰ
（ｲﾍﾞﾝﾄ等毎に招集）

設立当初は合同会社の出資者
に加え鴨川市を含む。
その後、株主を加える場合は、鴨
川市の株式を譲渡する。

事業推進統括

企画部門

事業実行部門

事業推進

アドバイザー

 社長直下の指示系統に従い、鴨川観光プラットフォーム株式会社

が実施する事業全体を統括、地域団体のイベント等の管理・予算

検討する

 鴨川観光プラットフォーム株式会社が実施する事業の企画立案・事

業計画の策定を行う（観光マーケティング機能を含む）

 国や県等の補助金事業の採択に向けた申請書の作成や必要手続

きを行う

（管理機能）

 総務機能、人事機能、法務機能、経理機能を担う

 観光窓口・相談対応、鴨川観光プラットフォーム株式会社の情報発

信等の広報活動を行う

 市内イベント事業全般の実施・取り仕切りを行う（実行の際には、関

係団体等から人員導入したﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾁｰﾑを編成する）

 既存イベント事業の整理、最適化を行い発展的事業の立案、実施

を行う

 地域の多様な人材や機関・団体との渉外、交渉を行い、鴨川観光

プラットフォーム株式会社が実施する事業の協業依頼や取りまとめ

を行う

 代表取締役社長の意思決定、業務遂行に係る調整・助言を行う

 評議委員会の運営を行う

石田三示
影山茂男

監査役

株
主
総
会

立ち上げ当初は以下の三名
亀田郁夫
久根崎達郎
樋口洋子

取
締
役
会

組織の事業企画・実
行に係る統括的役割

地域・関係団体か
ら広く意見を聴取す
る機会・場として位
置付ける。
聴取した意見等は
事業企画・実行の際
に参考とする。

外部の視点と地域をつなぐこ
とができる人材を選定



集客の落ち込む11～１月のシーズンに前原海岸にて花火大会
を実施する。

実施に当たっては、海岸に豆炭こたつやたき火をセットし、
暖を取りながら鑑賞できる環境を整える。
また、テントを張ったプレミアム席も用意する。
テントの設置に当たっては国産テントの株式会社XXXX等との
連携を図る。

●アイデアシート （記載例）

●やること（必要に応じ、イラスト等も交えてご記載ください）

冬季集客に向けた取り組み

●選択したテーマ

冬の花火大会の開催

● タイトル

こたつで楽しむ冬花火

●キャッチコピー

集客による経済効果とテント・こたつ等有料席の販売により
収益化を図る。また協賛獲得により経費を抑える。

● 期待できる収益

HARA Mita SANO SANO

【投票欄】



●アイデアシート

●やること（必要に応じ、イラスト等も交えてご記載ください）

●選択したテーマ

● タイトル

●キャッチコピー

● 期待できる収益

【投票欄】



●アイデア深堀シート

採用された
アイデア

取組の目的・解消できる課題

実現する上での難所とその乗り越え方

実施スケジュール

実現に必要な資源・連携先

取組内容（できるだけ具体的に記載）

投資/費用


